
重点取組事項の見直しについて

資料-６



目標達成に向けた主な取組と重点取組事項
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目標達成に向けた取組 重点取組事項

①. 水害リスク情報の共有による確実な
避難の確保

1. 防災教育の促進

2. 避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認（水害対応タイムライン）

3. ICTを活用した洪水情報の提供

4. 危機管理型水位計、河川監視用カメラの整備

5. 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供

②． 洪水氾濫による被害の軽減のため
の水防活動・排水活動の取り組み

6. 水防訓練の充実

7. 排水施設、排水資機材の運用方法の改善及び排水施設の整備等

■５年間で達成すべき目標

①逃げ遅れによる人的被害をなくすこと
水害リスク情報等を共有することにより、流域全体で防災意識の向上を図り、
要配慮者利用施設等を含めて命を守るための確実な避難を実現すること

②氾濫発生後の社会機能を早期に回復すること
水害による社会経済被害を軽減し、氾濫が発生した場合でも早期に
社会経済活動を再開できる状態に回復すること

■目標達成に向けた取組

①．水害リスク情報の共有による確実な避難の確保
・住民に防災を意識してもらうための取組
・住民に避難行動してもらうための取組

②．洪水氾濫による被害の軽減のための水防活動・排水活動の取組



１．防災教育の促進
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水災害教育の充実

国の取組 県または市町の取組

住民の防災意識向上に向けた取組

■重点取組とする目的

• 住民に自助・共助の大切さが十分に理解されていないことが懸念されるため、防災意識向上に向けた継続的な

取組を行う。

■目標

 災害時にあらゆる世代が主体的に行動し、自助・共助の対応がなされる“災害に強い地域文化”形成を目指す。

住民の防災意識の向上や防災知識を深めることで地域防災力の向上を図ることを
目的に、風水害・避難行動についての出前講座、防災訓練等を実施し、人的被害・
物的被害の軽減を目指している。

・学校・企業において、水災害教育を実施・推進する、「防災ノート」（防災教材）を作成
・関係機関と協力・連携して、出前講座を実施
・人材育成や教育現場で活用できる防災テキストを作成
・防災ガイドブック・ハザードマップの活用を進め、災害対策や意識啓発に努める
・防災リーダー育成の講習会の開催

水災害
にも対応

出典：浜松河川国道事務所

防災展示

防災テキスト

防災に
関する

情報提供

出前講座

避難訓練

出典：浜松河川国道事務所

授業素材



２．避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認（水害対応タイムライン）

3

■重点取組とする目的

• 災害時に各関係機関が連携し、防災行動を迅速に行うことができるよう、避難勧告等の判断やタイミング、防災

行動及び実施主体を明確にしたタイムライン（時系列の防災行動計画）を作成する。

■目標

 国、自治体、住民等が災害時に連携した対応を行える体制を目指す。

事前行動計画等の策定 避難勧告等の発令基準の確認

平成26年4月の「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」改訂におい
て、避難勧告等は空振りを恐れず早めに出す事を基本とされ、また、避難勧告等の
発令時には、外が危険な場合には屋内安全確保をとることも伝達することとされた。
市町では現在、この発令基準を基に避難勧告等を発令している。

洪水を対象とした避難勧告の発令等に着目したタイムラインの見直しを検討している。

洪水を対象としたタイムライン
(時系列の防災行動計画）

令和元年10月の台風第19号時の掛川市・菊川市の避難勧告等発令状況

・避難勧告の発令の判断やタイミングが難しいため、首長の意思決定を後押しする河川管
理者の支援が必要である。
・避難勧告等に関するガイドライン(平成29年1月)に基づいた市町の避難勧告等の判断基
準の確認・見直しが必要である。

避難勧告発令における課題

国の取組 県または市町の取組

※菊川水系牛淵川の越水による対応



３．ICTを活用した洪水情報の提供
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■重点取組とする目的

• 住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイム情報の提供やプッシュ型情報の発信・

普及活動を実施する。

■目標

 入手しやすく分かりやすい水害時の情報発信ツールの普及を目指す。

円滑で確実な避難に資する情報発信 情報伝達手段の多元化

防災行政無線や防災・防犯情報一斉メール配信サービスなど、災害発生時の緊急
情報などを複数の情報伝達ルートにより住民に知らせている。

住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイム情報の提供や
プッシュ型情報の発信・普及活動を実施している。

河川ライブカメラ

出典：浜松河川国道事務所

サイポスレーダー

出典：静岡県

雨量・水位情報

SNSでの自動発信

■ふじのくに防災情報共有システム
（FUJISAN）を利用した
各種防災情報の自動発信

防災行政無線

防災・防犯情報
一斉メール

国の取組 県または市町の取組



４．危機管理型水位計、河川監視用カメラの整備
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■重点取組とする目的

• 住民の避難活動や水防団等の円滑な水防活動を支援するため、洪水時の計測に特化した低コストの水位計

（危機管理型水位計）や河川監視用カメラを設置する。

■目標

 洪水時における河川の情報が入手でき、適切な情報提供が行える体制を目指す。

水位計・河川監視カメラの設置(増設)

水害の危険性を周知する候補河川については水位計等を順次設置し、水位計設置
済河川については多重監視のために監視カメラを順次設置する取組を行っている。

県または市町の取組

出典：静岡県



■重点取組とする目的

• 水防法改正(H29.5)による要配慮者利用施設における避難確保計画作成の義務化を受け、未作成の施設に対

して関係機関が協力し作成を支援する。

５．要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供
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避難確保計画作成のための説明会・研修会の実施

出典：静岡県

■目標

 確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計画に基づく避難訓練の実施の促進を図る。

要配慮者施設の管理者に向
けた説明会、市町担当者に
向けた研修会を実施し、避難
確保計画の作成を促進する
取組を行っている。

国の取組 県または市町の取組

避難確保計画作成に向けた取組事例の提供

各施設への個別対応、計画の作成依頼や提出
方法を工夫等による避難確保計画作成推進の
事例を紹介。

避難確保計画作成の手引き

簡易な入力フォームを通じて避
難確保計画を作成できる「手引
き」の充実。



６．水防訓練の充実
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■重点取組とする目的

• 迅速かつ的確な水防活動を継続させるため、水防技術の伝承及び水防活動の効率化を図る。

■目標

 水防技術の向上と水防資機材等の状況を十分理解し、迅速かつ的確な水防活動が行える体制を目指す。

水防活動の効率化・水防体制の強化 水防訓練や水防演習等の実施

関係機関は、水防団等と合同での巡視及び水防水防資機材等の点検を実施し、水
防演習や水防訓練に積極的に参加している。

防災関係者や地域住民が参加した、重要水防箇所合同巡視、共同点検や水防訓練
を開催している。

水防訓練の様子

出水期前点検・安全利用点検

河川施設・設備等の動
作点検・目視点検、構
造物・水面利用区域の
安全点検を実施

国の取組 県または市町の取組

●太田川原野谷川治水水防組合主催による水防演習に水防団員および地域住
民等が参加し、水防工法や避難誘導訓練等を実施。
実施日：令和元年６月９日（日）

出典：森町



７．排水施設、排水資機材の運用方法の改善及び排水施設の整備等
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■重点取組とする目的

• 長期に渡り浸水が継続する地域などにおいて、氾濫水を迅速かつ的確に排水するために排水計画を策定する。

■目標

 関係機関との協議を行い、令和２年度までに排水計画を策定する。

排水計画案の作成

協議会の場等を活用して、水害リスク情報を共有するとともに、現況の施設・機材の情報について
共有し、令和２年度までに、長期にわたり浸水が継続する地域などにおいて排水計画を作成する。

出典：浜松河川国道事務所

排水ポンプ車浸水ｴﾘｱ

排水作業

河川
排水ポンプ車

排水

菊川排水計画(排水作業カルテ)イメージ

排水ポンプ車配置の検討

湛水エリア、排水ポ
ンプ車の配置場所、
経路、台数、作業時
間などを検討

排水ポンプ車の設置箇所や、
そこに至るまでの進入ルート
を作成する。

国の取組


